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官学と中小企業との知の交流プラザ推進事業 

「中小企業の産学官連携」セミナーを開催します 
 

 中小企業が、新商品・新技術などの新たなビジネスチャンスをスピーディに創出するためには、外部

の経営資源を活用することが効果的であり、その方策として、大学や公設試験研究機関との産学官連携

が有効です。このようなことから、本会では、中小企業と官学との出会いの場を提供し、技術相談、共

同研究についての橋渡しを行う知の交流プラザ推進事業を実施しており、その一環で、「中小企業の産

学官連携」セミナーを開催します。今回のセミナーでは、ものづくり経営についての基調講演にほか、

ものづくり補助金採択企業による事例紹介を行いますので、是非ご参加ください。（参加無料） 

 

１．開催日時 

 平成２８年３月２３日（水） 

（１）基調講演  １４:００～１５:２０ 

（２）事例発表  １５:３０～１６:１０ 

２．会場 

 富山流通会館 中ホール 

 （富山市問屋町１－３－１８） 

３．プログラム 

（１）基調講演 

 ①テーマ：「ものづくり経営の基本 ～競争

社会を勝ち抜く原理・原則～」 

 ②講師：稲林 章（いなばやし あきら） 氏 

     元マツダ株式会社取締役購買本部長 

     元西川化成株式会社代表取締役社長 

 ＜講師プロフィール＞ 

  1965年、大阪府立大学工学部航空工学科卒

業後、東洋工業株式会社（現マツダ株式会社）

入社。マツダ株式会社取締役購買本部長の間、

購入部品の競争力向上、取引先の経営支援、

生産性向上支援活動などに従事。1999年、銀

行追加融資停止状態であった西川化成株式会

社代表取締役社長に就任。わずか１年で債務

超過解消、３年で累損解消、優良自動車用内

外装部品会社へと再建を果たす。 

（２）ものづくり補助金実施企業による産学官

連携の取り組み事例発表 

＜事例１＞ 

 ①テーマ：「航空分野進出への取組み」 

 ②発表者：株式会社村山製作所 

       代表取締役  村山 昭範 氏 

＜事例２＞ 

 ①テーマ：「印刷媒体を紙から立体造形へ」 

 ②発表者：株式会社なかたに印刷 

       代表取締役  中谷 尚義 氏 

４．定員  

 ５０名 

５．お問い合わせ先・お申し込み先 

 本会工業支援課（担当：菅池） 

ＴＥＬ：０７６－４２４－３６８６ 

http://www.chuokai-toyama.or.jp/topics_det

ail.phtml?Record_ID=b60ff70c8f79031ba8804b

12f45cfe7a&TGenre_ID=001 

http://www.chuokai-toyama.or.jp/topics_detail.phtml?Record_ID=b60ff70c8f79031ba8804b12f45cfe7a&TGenre_ID=001
http://www.chuokai-toyama.or.jp/topics_detail.phtml?Record_ID=b60ff70c8f79031ba8804b12f45cfe7a&TGenre_ID=001
http://www.chuokai-toyama.or.jp/topics_detail.phtml?Record_ID=b60ff70c8f79031ba8804b12f45cfe7a&TGenre_ID=001
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◇ 平成２８年度富山県商店街活性化施策に係

る補助事業募集について 

 

 県では、平成２８年度富山県商店街活性化施

策に係る「富山県がんばる商店街支援事業」及

び「買い物サービス支援事業」の各補助事業（第

１期）の募集を開始しました。応募につきまし

ては、各市町村商業振興担当課を通じてご提出

いただきますようお願いいたします。 

 

１．富山県がんばる商店街支援事業 

（１）趣旨 

 認定中心市街地以外の地域において、自らの

努力と工夫により商店街の活性化や、にぎわい

回復にむけた取り組みを行う商店街組合等を支

援します。 

（２）応募対象者 

 商店街振興組合、事業協同組合、商工会、商

工会議所、ＮＰＯ法人、任意団体等。核店舗再

生支援事業については民間事業者（個店）も、

共同店舗は事業協同組合、特定会社も対象とな

ります。 

（３）事業内容 

①核店舗再生支援事業  

集客の核となる店舗の再生を支援 

・補助率：県１／３（市町村１／３） 

・対象期間：単年度   

・補助限度額：１０，０００千円 

②重点支援事業  

独自の活性化プランの実行に対して支援 

・補助率：県１／３（市町村１／３） 

・対象期間：最高３年 

・補助限度額：２０，０００千円 

③広域連携支援事業 

複数の商店街等が市町村を越え連携し

て実施する商店街や富山のＰＲ、情報発信

等の商店街活性化に資する事業を支援 

・補助率：県１／３（市町村１／３） 

・補助対象期間：単年度 

・補助限度額：１，０００千円 

・対象地域：県内全域 

④一般事業 

補助メニュー（顔づくり施設整備、空き

店舗活用、情報化推進、街なか回遊、その

他商店街整備、いきいき商店街支援）から

選択された事業に対して支援 

・補助率：県１／４（市町村１／４） 

・補助対象期間：単年度 

・補助限度額：２，５００千円 

⑤イベント事業  

商店街で実施するイベント事業に対し

て支援 

・補助率：県１／４（市町村１／４） 

・補助対象期間：単年度 

・補助限度額：４００千円 

２．買い物サービス支援事業 

（１）補助対象事業 

 買い物弱者の生活利便性を向上させる買い物

支援事業。 

＜具体例＞ 

・商店の無くなった集落周辺で行うミニスー

パー事業 

・ＮＰＯ等が御用聞きを行い、商店街の商品

を配達する宅配事業 

・農業者等が小売事業者と協力して取り組む

移動販売事業 

・スーパーが交通事業者と協力して運行する

買い物支援バス事業など 

元気いっぱいのファーストバンクです。  
新オートローン・新型住宅ローン 

                富 山 第 一 銀 行 
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（２）補助対象事業者 

 商店街団体（商店街振興組合、商店街の協同

組合）、商工団体（商工会議所、商工会）、Ｎ

ＰＯ法人、社会福祉協議会、民間事業者など 

（３）補助要件 

 以下のすべての条件を満たす事業 

 ①買い物困難地域（徒歩で外出し、買い物を

行うことに困難を感じる高齢者等が多い地域）

で実施されること。 

②複数事業者が連携して実施する、新規若し

くは拡充事業であること。 

③次年度以降も継続して実施されることが

確実な事業であること。 

（４）補助内容等 

 ①補助率：県１／３、市町村１／３ 

 ②対象経費：備品購入費、システム構築費、

消耗品費など事業実施にあたって

の初期費用 

 ③補助対象期間：単年度 

 ④県補助限度額：５００千円／件 

 ⑤採択件数：２～３件 

３．募集期間 

 平成２８年３月２５日（金）まで 

４．提出先 

 市町村の担当課 

５．お問合せ先 

富山県商工労働部 商業まちづくり課 商業活

性化係 

ＴＥＬ：０７６－４４４－３２５３ 

http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1306/ind

ex.html 

 

◇ 「地域・まちなか商業活性化支援事業(地域

商業自立促進事業)」の募集について 

 

 経済産業省では、平成２８年度予算「地域・

まちなか商業活性化支援事業(地域商業自立促

進事業)」の募集を開始しました。 

 本事業は、商店街等を基盤として、地域経済

の持続的発展を図るため、地域住民等のニーズ

や当該商店街を取り巻く外部環境の変化を踏ま

え、地方公共団体と密接な連携を図り、商店街

組織（商店街振興組合、商店街の事業協同組合、

共同店舗等）が単独で、又は商店街組織が民間

事業者（まちづくり会社・特定非営利活動法人

等）と連携して行う６つの分野に係る公共性の

高い取り組みを支援する事業です。 

 

１．支援対象分野 

①少子・高齢化、②地域交流、③新陳代謝、

④構造改善、⑤外国人対応、⑥地域資源活用 

２．補助対象事業  

（１）自立促進調査分析事業 

 商店街等において、商店街等の中長期的発展

及び商店街等の自立化を図る新たな取り組みを

行うに当たり、その取組内容が、地域住民等の

ニーズや当該商店街を取り巻く外部環境の変化

を踏まえたものであり、当該商店街において自

立的に継続して取り組む事業として施設やサー

ビスの利用者数、採算性等を確認するために必

要な調査・分析事業。 

（２）自立促進支援事業 

 商店街等において、歩行者通行量の増加、売

上増加等に効果のある事業であって、自立促進

調査分析事業の結果（同等程度のニーズ調査、

マーケティング調査等を独自に実施している場

合は、当該調査結果を含む。）等の一定の根拠

やデータを踏まえて行う、地域住民等のニーズ

や当該商店街等を取り巻く外部環境の変化に適

合した新たな取り組みにより、商店街等の中長

期的な発展及び商店街等の自立化を促進し、商

店街等が有する地域コミュニティ機能、買物機

能の維持・強化を図る事業。 

３．補助率 

 ２／３以内 

４．補助額 

（１）自立促進調査分析事業 

  上限額：５００万円 

  下限額：１００万円 

（２）自立促進支援事業 

http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1306/index.html
http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1306/index.html
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  上限額：２億円 

  下限額：１００万円 

５．募集期間 

 平成２８年４月２７日(水)まで 

６．要望書提出先・お問い合わせ先 

 中部経済産業局 流通・サービス産業課 

商業振興室 

ＴＥＬ：０５２－９５１－０５９７ 

http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo

/2016/160311machinaka.htm 

 

◇ 富山県プロフェッショナル人材戦略セミナ

ーが開催されます 

 

 県では、国の「プロフェッショナル人材

事業」を活用し、県内企業への経営戦略の

アドバイスや企業の成長を支える人材の確

保を支援するため、「富山県プロフェッシ

ョナル人材戦略本部」を富山県新世紀産業

機構内に開設いたしました。今回、その一

環で、経営者等を対象に下記のとおりプロ

フェッショナル人材戦略セミナーが開催さ

れます。（受講無料） 

  

１．開催日時 

 平成２８年３月２４日（木）13：30～16：30 

２．開催場所 

 富山県教育文化会館 １階 集会室 

 （富山市舟橋北町７－１） 

３．プログラム 

（１）講演 

 ①テーマ：「儲かる企業へのマネジメント」 

 ②講師：コーセル創業者 

      ロバスト経営研究所所長 

        飴 久晴 氏 

（２）事業説明 

 ①テーマ：「プロフェッショナル人材の獲得

方法について」 

 ②説明者：プロフェッショナル人材戦略全国

事務局（みずほ情報総研株式会社） 

４．お問合せ先 

 富山県商工労働部 労働雇用課 雇用対策係 

ＴＥＬ：０７６－４４４－４４０５ 

５．お申込み・お問合せ先 

 富山県プロフェッショナル人材戦略本部 

（公益財団法人富山県新世紀産業機構内） 

ＴＥＬ：０７６－４４４－５６２０ 

ＦＡＸ：０７６－４４４－５６２３ 

 

◇ 協会けんぽ富山支部の保険料率が３月分

（４月納付分）から改定されます 

 

 平成２８年３月分（４月納付分）から、全国

健康保険協会（協会けんぽ）富山支部の健康保

険料率が改定されます。なお、介護保険料率は

変わりありません。 

 

１．改定後の料率 

【健康保険料率】 

  ９．８３％（※現行９．９１％） 

【介護保険料率】 

  １．５８％（※変更なし） 

２．お問い合わせ先 

 協会けんぽ富山支部 

ＴＥＬ：０７６－４３１－６１５６ 

http://www.kyoukaikenpo.or.jp/shibu/toyama 
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